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幸区役所広告付き庁舎案内表示板等設置運用事業者募集要項

１ 趣旨

  幸区役所では、市有財産を有効活用するとともに、庁舎の利便性の向上を

図り区民サービスの向上に資することを目的に、幸区役所に広告付き庁舎案

内表示板、液晶モニター、タブレット端末、公衆無線ＬＡＮに係る通信設備

及び庁舎案内のパネル（以下「案内表示板等」といいます。）を設置し、広告

付き庁舎案内表示板に掲載する周辺地図及び庁舎案内に関連する情報を掲載

した印刷物並びに広告付き庁舎案内表示板を媒体として広告を掲載すること

により案内表示板等の維持管理を行う事業（以下「設置運用事業」といいま

す。）を行う事業者を募集します。

２ 募集概要

  応募者から案内表示板等の設置、維持管理及び広告掲載に関する企画提案

を受けて、企画提案の内容を総合的に評価し、最も優れていると認める事業

者を設置事業者として選定するものです（プロポーザル方式）。

  なお、応募者が設置運用事業に関して行う企画提案の内容は、別紙「幸区

役所広告付き庁舎案内表示板等設置運用事業仕様書（以下「仕様書」といい

ます。）に定められた内容の全てを満たすものでなければなりません。

３ 対象施設の概要

 名 称 幸区役所

 所 在 地 川崎市幸区戸手本町１－１１－１

  開庁時間 午前８時３０分から午後５時まで（ただし、第２・第４土曜

        日及び年度末等の特定日は、午前８時３０分から１２時３０

        分まで一部開庁）

 閉 庁 日 土曜日（第２、第４土曜日及び年度末等の特定日を除く）、

日曜日、祝日及び１２月２９日から１月３日まで

４ 応募資格

  応募には、次の各号に掲げる条件を全て満たしていることが必要です。

 法人であること

 地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと

 地方自治法施行令第１６７条の４第２項の規定により川崎市における一

般競争入札の参加を制限されていない者であること

 申込時点において、川崎市契約規則第２条の規定に基づく資格停止期間
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 中でないこと

 申込時点において、川崎市競争入札参加者資格指名停止等要綱による指

 名停止期間中でないこと

 国税又は川崎市税の滞納がないこと

 会社更生法に基づく更正手続開始の申立をしていない者、又は民事再生

 法に基づく再生手続開始の申立をしていないこと

 川崎市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団、同条第３号に規

定する暴力団員等、同条第５号に規定する暴力団経営支配法人等又は同条

例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者でな

いこと

 神奈川県暴力団排除条例第２３条第１項又は第２項に規定する行為をし

ている者でないこと

 委託契約その他の契約に当たり、その相手方が 又は のいずれかに該

 当することを知りながら、当該者と契約を締結している者でないこと

 ※  、 及び に該当しないことを確認するため、神奈川県警察本部に照

会すること及び照会に必要な役員名簿等の情報を提供することについて承

諾していただきます。

５ 応募条件等

 契約手法

  案内表示板等設置に係る行政財産の使用許可及び広告掲載契約となります。 

  なお、契約の相手方は、川崎市となります。 

 設置期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで 

  ただし、公用若しくは公共用に供するために必要が生じたとき、又は設置 

事業者が使用許可に係る許可条件又は広告掲載契約条件に違反したときは、 

設置期間の途中でも使用許可及び広告掲載契約を解除する場合があります。 

 行政財産の目的外使用料 

  許可面積０．１㎡当たり月額約２４５円（消費税及び地方消費税を除く） 

 の使用料を納付していただきます。ただし、許可面積は、１０．５０㎡以下  

 とします。 

  なお、８で定める「設置事業者の選定等」を経て選定した設置事業予定者 

 と川崎市で案内表示板等の設置場所や電源の確保方法等について協議し、最 

 終的に使用許可を行う場所や面積等について決定するものとします。 

  ※ 参考 仕様書のサイズ（計１０．１２㎡）の場合、月額２４，８４６    

   円（消費税及び地方消費税を除く。）となります。 



- 3 - 

 広告掲載料 

  「応募申込書（様式１）」により、月額９５，１５４円以上（消費税及び地 

 方消費税を除く。）の金額を提示していただきます。 

 使用料及び広告掲載料(共通） 

  年度当初に川崎市が発行する納入通知書により、その指定する日までに当 

 該年度の許可期間に相当する金額を全額一括で納入していただきます。 

  なお、許可期間中に消費税及び地方消費税の税率に変動があった場合は、 

その納入期限日を基準として適用される税率によるものとします。 

 契約保証金 

  ア 本件契約締結と同時に契約保証金として、契約期間の広告掲載料総額

の１０分の１以上の額（円未満切上げ）を納付していただきます。 

  イ 川崎市契約規則第３３条の規定に該当すると川崎市が判断した場合に

は、契約保証金の納付を免除します。 

  ウ 契約保証金は本件契約期間が満了したとき、案内表示板等の撤去及び

原状回復を確認後、設置事業者の請求に基づき利息を付さず返還します。 

  エ 設置事業者が本件契約上の義務を履行しないときは、川崎市は本件契

約を解除し、納付された契約保証金は川崎市に帰属することになります。 

 光熱水費その他必要経費 

  電源等を使用する場合は、川崎市が算出する金額をその指定する日までに 

納入しなければなりません。 

６ 応募方法 

 募集要項等の配布 

  令和３年１２月１４日（火）から令和４年１月６日（木）まで 

 申込受付期間 

  令和３年１２月１４日（火）から令和４年１月６日（木）まで 

 申込方法等 

  ア 提出先 

    幸区役所まちづくり推進部総務課（幸区役所４階） 

  イ 提出方法 

    申込受付期間内の土曜日、日曜日及び祝日並びに令和３年１２月２９

日から令和４年１月３日までの期間を除く日の午前９時から午後５時ま

でに、下記 の書類を提出先に直接持参してください。 

 申込みに必要な書類 

 川崎市登録業者の場合は、「川崎市入札参加資格審査結果通知書」の写し１ 

部を提出することをもって次のエ～キに代えることを可とします。 
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  ア 応募申込書（様式１） 

   法人の所在地、法人名及び代表者の職氏名を記載し、提案価格（税抜）

を記載してください。提案価格に消費税及び地方消費税相当額を加算した

金額が広告掲載料の月額となります。 

  イ 役員等氏名一覧表及び同意書（様式２） 

  ウ 会社概要 

    創業年月日、資本金、事業所、従業員数、事業内容、主な取引先等を 

   記載した資料を１部提出してください。 

    なお、既存の資料（一般向けのパンフレットや活動報告書等）で提出 

   することも可とします。 

  エ 商業登記簿（履歴事項全部証明書） 

    申込前３か月以内に取得した原本１部を提出してください。 

  オ 代表者の印鑑証明書（法務局に届出したもの） 

    申込前３か月以内に取得した原本１部を提出してください。 

  カ 国税の納税証明書（「法人税」及び「消費税及び地方消費税」） 

  キ 市税の納税証明書（川崎市内に事務所又は事業所を有す場合のみ） 

(ｱ) 法人市民税 

申込時点において終了している事業年度のうち直近２事業年度分の 

納税証明書（滞納がないもの）をそれぞれ１部提出してください。 

(ｲ) 固定資産税・都市計画税（川崎市内に固定資産（償却資産を含む。）

を有す場合のみ） 

令和元年度及び令和２年度の納税証明書（滞納がないもの）を各１部

提出してください。 

  ク 企画提案書 

   Ａ４判縦長、横書き片面、３０ページ以内で作成し、案内表示板等の平 

  面図及び立面図を添付したものを１５部提出してください。 

   また、別紙の仕様書及び評価基準に基づく提案とし、次の事項を必ず記 

  載してください。 

(ｱ) 類似業務実績の有無 

 過去３か年間の官公庁等における広告付き表示板等の実績 

(ｲ) 事業計画 

 a 案内表示板等の製作、設置に関する事項 

  b 各表示面の更新の時期、方法等に関する事項 

(ｳ) 案内表示板等の仕様 

 a 本体の素材、サイズ、照明、消費電力に関する事項 

 b 文字の大きさ、配色等デザインに関する事項 
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 c 表示内容、レイアウトに関する事項 

 d メンテナンス等に関する事項 

(ｴ) 広告掲載について 

 a 広告主の募集方法について 

 b 広告掲載基準に関する事項 

(ｵ) 設置、維持管理等について 

 a 設置方法、安全対策に関する事項 

 b 故障等不具合発生時の対応方法に関する事項 

 c 費用負担に関する事項 

 提出書類の取扱い 

  ア 提出された書類の変更、追加はできません。ただし、川崎市が補足書 

   等を求めた場合は、この限りではありません。 

  イ 提出された書類は、理由のいかんを問わず返却しません。 

  ウ 提出された書類に関し、川崎市情報公開条例に基づき開示請求があっ 

   た場合は、情報公開の対象となる場合があります。 

７ 質疑の受付及び回答 

 質疑の受付期間 

  令和３年１２月１４日（火）から令和３年１２月２０日（月）まで 

 提出方法 

  幸区役所広告付き庁舎案内板等設置運用事業に関する質疑書（様式３）を 

幸区役所総務課宛て持参又はメールで提出してください。 

  なお、メールにより提出する場合は、送信後、メールにより質疑書を送信 

した旨を電話連絡をしてください。 

電話番号  ：０４４－５５６－６６０３ 

Ｅ－ＭＡＩＬ：63soumu@city.kawasaki.jp
 回答方法 

  令和３年１２月２４日（金）までに川崎市ホームページに掲載します。 

８ 設置事業者の選定等 

 応募資格の確認 

申込みのあった事業者を対象として、応募資格の確認を行い、その結果を 

 通知書(様式４)により郵送で通知します。 

 プレゼンテーション 

  応募資格のある事業者は、幸区役所において、幸区役所広告付き庁舎案内

表示板等設置運用事業プロポーザル評価委員会（以下「評価委員会」とい
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う。）に対し、提案内容の説明を行っていただきます。日程等の詳細は、 

の通知書とともに通知します。 

 審査・選定 

  事業者の提案に対し、評価委員会において別紙の評価基準に基づき審査を 

 行い、評価点の最も高い事業者を設置事業予定者、次点の事業者を次点者と 

 して決定します。 

 最高得点の企画提案者が複数あった場合の取扱い 

 次の選考過程により最終順位を確定します。 

 ア 「提案価格に関すること」の合計点数が最も高い者 

 イ アに該当する者が複数ある場合は、「来庁者に対する案内機能」の合計 

  点数が最も高い者 

 ウ ア及びイでも最終順位が確定しない場合は、評価委員会における協議 

 審査結果 

  審査結果は、書面にて通知します。審査結果や審査内容についての問合せ 

 には応じられませんので、御留意ください。 

 目的外使用許可申請 

  設置事業予定者には、行政財産の目的外使用許可申請を行っていただき、 

 使用許可を受けていただきます。 

 広告掲載契約 

  設置運用に関する詳細を協議し、広告掲載契約を川崎市と締結するものと

します（契約書を作成）。 

９ その他 

 手続において使用する言語は、日本語とし、通貨は、日本円とします。 

 申込み、企画提案書作成及びプレゼンテーションに要する経費は、応募 

  者の負担となります。 

10 問合せ先 

 幸区役所まちづくり推進部総務課 

 〒２１２－８５７０ 川崎市幸区戸手本町１－１１－１(幸区役所４階) 

 電 話：０４４－５５６－６６０３ 

 ＦＡＸ：０４４－５５５－３１３０ 

 メール：63soumu@city.kawasaki.jp 


